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電子交付サービス利用規約 
 
「電子交付サービス」とは、金融商品取引業者からお客様への交付が法令等により義務付けられている契約
締結時交付書面（取引報告書）等を「郵送による書面交付」に代えて、ウェブサイト上において電子書面で
交付し閲覧できるサービスです。 
当社におきましては、「取引報告書」･「取引残高報告書」・「各種ご案内」・「目論見書等」および「契約締結
前交付書面」・「上場有価証券等の重要事項の説明」を PDF ファイルで電子交付しております。 
「電子交付サービス」をご利用いただく際は、以下の事項をご理解、ご承諾いただく必要があります。 
 
【ご利用方法】 
1.「電子交付サービス」の利用申込み 

電子交付サービスのみで申し込むことはできません。必ず「ちばぎん証券オンライントレード」とセットでの
申し込みとなります。 

2.「電子交付サービス」の閲覧 
部店コード、口座番号、ログインパスワードを使用し、オンライントレード画面にログインしていただくことに
より、閲覧が可能となります。 

3.「電子交付サービス」の方式 
「電子交付サービス」をご利用いただくには、PDF ファイル閲覧用ソフトとブラウザソフトが必要となります。
（「電子交付サービス」で利用可能なソフトウェア及びそのバージョンは、当社のウェブサイト上でご案内
します。また、当該ソフトウェア及びそのバージョンは、当社が任意に定めることができるものとします。） 

 
【サービス内容】 
4.「電子交付サービス」の書面の種類 
   電子交付サービスの利用ができる対象書面は、次の書面とします。  

（1）取引報告書 
（2）取引残高報告書 
（3）各種ご案内 
（4）目論見書等 
   ・目論見書 
   ・目論見書補完書面 
（5）その他 
   ・「契約締結前交付書面」  
   ・「上場有価証券等の重要事項の説明」 

5.電子交付期間中の取扱い 
当社は、電子交付サービスのお取扱い期間中は、対象書面のすべてを電子書面で交付します。一部を
郵送による書面交付とすることはできません。書面で保管される必要がある場合、お客様ご自身で印刷
していただきます。 

6.電子交付のご連絡 
電子交付を行った際は､ご登録いただいたＥメールアドレスに､交付の旨を通知いたします｡ 
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7.電子書面の閲覧可能期間 
お客様は、｢電子交付サービス｣を利用して閲覧した電子書面について、閲覧可能となった日から 5年間
閲覧することができます。 

8.閲覧可能時間等 
「電子交付サービス」の閲覧可能時間は原則、午前６時から翌日２時までです。ただし、システムメンテ
ナンス時間等ご利用いただけない時間がございます。システムメンテナンス時間等につきましては、当社ホ
ームページに事前に掲載いたします。 

9.通知等の遅延・停止 
（1）電子交付を行った際のＥメールによる通知は、到着が遅れる場合があります。 
（2）コンピューターの障害等止むを得ない事態が発生した場合、当社はお客様へ通知することなく、「電子

交付サービス」を停止する場合があります。 
10.郵送による書面交付 

法令の変更や監督官庁の指示、またその他必要な状況が発生した場合には、郵送による書面交付を
行う場合があります。 

11.「電子交付サービス」の変更等 
（1）当社はお客様へ通知することなく、「電子交付サービス」の内容や構成する情報コンテンツの形式を変

更する場合があります。 
（2）変更の内容が、お客様の従来の権利を制限したり新たな義務を課することになる場合には、その内容

を通知いたします。 
（3）当社が提供する「電子交付サービス」について、お客様は不正アクセス行為及び当社が合理的な理由

をもって不適当と判断される行為を行ってはならないものとします。遵守されない場合は、「電子交付サ
ービス」のご利用を停止する場合があります。 

12.「電子交付サービス」の終了 
｢電子交付サービス｣は、下記に該当する場合に終了するものとします。 

    ①お客様が当社所定の方法により、電子交付サービスの利用中止の申し出をされた場合 
    ②総合取引口座が解約された場合 
    ③やむを得ない事由により当社が電子交付サービスの解除を申し出た場合 

④当社が電子交付サービスを終了した場合 
 
【免責事項】 

13.次の事由によりお客様に生じた損害については、その責を負わないものとします。ただし、当社の故意また
は重大なる過失により生じた損害についてはこの限りではありません。 

（1）通信機器、通信回線、コンピューター等の障害による電子交付サービスの伝達遅延、不能等により生
じた損害。 

（2）天災地変その他の不可抗力の事由が発生し、又は当社の責めによらない事由により生じた損害。 
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